
静岡県人事委員会は、通勤手当に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

令和７年３月31日

静岡県人事委員会委員長 小 川 良 昭

静岡県人事委員会規則７―1317

通勤手当に関する規則の一部を改正する規則

通勤手当に関する規則（静岡県人事委員会規則７―34）の一部を次のように改正する。

改正前 改正後

第８条 給与条例第11条第２項第１号、教職員

給与条例第12条第２項第１号及び警察職員給

与条例第11条の２第２項第１号（以下「給与

条例第11条第２項第１号等」という｡)に規定

する運賃等相当額（次項において「運賃等相

当額」という｡)は、次項に該当する場合を除

くほか、次の各号に掲げる交通機関等の区分

に応じ、当該各号に定める額（その額に１円

未満の端数があるときは、その端数を切り捨

てた額）とする。

(1)～(3) (略)

２ （略）

（定年前再任用短時間勤務職員等に係る通勤

手当の減額）

第８条の２ 給与条例第11条第３項、教職員給

与条例第12条第３項及び警察職員給与条例第

11条の２第３項（静岡県職員の育児休業等に

関する条例（平成４年静岡県条例第７号）第

15条第１項（同条例第21条において準用する

場合を含む｡)若しくは第23条第１項又は静岡

県職員の高齢者部分休業に関する条例（令和

４年静岡県条例第41号）第３条第２項の規定

により読み替えて適用する場合を含む｡)（次

項において「給与条例第11条第３項等」とい

う｡)の人事委員会規則で定める職員は、１か

月当たりの平均通勤所要回数が10回に満たな

い職員とする。

第８条 給与条例第11条第２項第１号、教職員

給与条例第12条第２項第１号及び警察職員給

与条例第11条の２第２項第１号（以下「給与

条例第11条第２項第１号等」という｡)に規定

する運賃等相当額（次項及び第８条の３第１

項第２号において「運賃等相当額」という｡)

は、次項に該当する場合を除くほか、次の各

号に掲げる交通機関等の区分に応じ、当該各

号に定める額（その額に１円未満の端数があ

るときは、その端数を切り捨てた額）とす

る。

(1)～(3) (略)

２ （略）

（定年前再任用短時間勤務職員等に係る通勤

手当の減額）

第８条の２ 給与条例第11条第３項、教職員給

与条例第12条第３項及び警察職員給与条例第

11条の２第３項（静岡県職員の育児休業等に

関する条例（平成４年静岡県条例第７号）第

15条第１項（同条例第21条において準用する

場合を含む｡)若しくは第23条第２項、静岡県

職員の高齢者部分休業に関する条例（令和４

年静岡県条例第41号）第３条第２項又は静岡

県一般職の任期付職員の採用等に関する条例

（平成15年静岡県条例第20号）第５条の２第

２項の規定により読み替えて適用する場合を

含む｡)（次項において「給与条例第11条第３

項等」という｡)の人事委員会規則で定める職

員は、１か月当たりの平均通勤所要回数が10

（案）



２ （略）

（併用者の区分及び支給額）

第８条の３ 給与条例第11条第２項第４号、教

職員給与条例第12条第２項第４号及び警察職

員給与条例第11条の２第２項第４号（以下こ

の条において「給与条例第11条第２項第４号

等」という｡)に規定する給与条例第11条第１

項第３号、教職員給与条例第12条第１項第３

号及び警察職員給与条例第11条の２第１項第

３号（以下この条において「給与条例第11条

第１項第３号等」という｡)に掲げる職員の区

分及びこれに対応する給与条例第11条第２項

第４号等に規定する通勤手当の額は、次の各

号に掲げるとおりとする。

(1) 給与条例第11条第１項第３号等に掲げる

職員（交通機関等を利用しなければ通勤す

ることが著しく困難である職員以外の職員

であって、その利用する交通機関等が通常

徒歩によることを例とする距離内において

のみ利用しているものを除く｡)のうち、自

動車等の使用距離が片道２キロメートル以

上である職員及び自動車等の使用距離が片

道２キロメートル未満であるが自動車等を

使用しなければ通勤することが著しく困難

である職員（給与条例第11条第２項第５

号、教職員給与条例第12条第２項第５号及

び警察職員給与条例第11条の２第２項第５

号に掲げる職員を除く｡) 給与条例第11条

第２項第１号等並びに給与条例第11条第２

項第２号、教職員給与条例第12条第２項第

２号及び警察職員給与条例第11条の２第２

項第２号（以下「給与条例第11条第２項第

２号等」という｡)に定める額（給与条例第

11条第２項第１号等に規定する１か月当た

りの運賃等相当額（以下「１か月当たりの

回に満たない職員とする。

２ （略）

（併用者の区分及び支給額）

第８条の３ 給与条例第11条第２項第４号、教

職員給与条例第12条第２項第４号及び警察職

員給与条例第11条の２第２項第４号（以下こ

の条において「給与条例第11条第２項第４号

等」という｡)に規定する給与条例第11条第１

項第３号、教職員給与条例第12条第１項第３

号及び警察職員給与条例第11条の２第１項第

３号（以下この条において「給与条例第11条

第１項第３号等」という｡)に掲げる職員の区

分及びこれに対応する給与条例第11条第２項

第４号等に規定する通勤手当の額は、次の各

号に掲げるとおりとする。

(1) 給与条例第11条第１項第３号等に掲げる

職員（交通機関等を利用しなければ通勤す

ることが著しく困難である職員以外の職員

であって、その利用する交通機関等が通常

徒歩によることを例とする距離内において

のみ利用しているものを除く｡)のうち、自

動車等の使用距離が片道２キロメートル以

上である職員及び自動車等の使用距離が片

道２キロメートル未満であるが自動車等を

使用しなければ通勤することが著しく困難

である職員（給与条例第11条第２項第５

号、教職員給与条例第12条第２項第５号及

び警察職員給与条例第11条の２第２項第５

号に掲げる職員を除く｡) 給与条例第11条

第２項第１号等並びに給与条例第11条第２

項第２号、教職員給与条例第12条第２項第

２号及び警察職員給与条例第11条の２第２

項第２号（以下「給与条例第11条第２項第

２号等」という｡)に定める額



運賃等相当額という｡)及び給与条例第11条

第２項第２号等に定める額の合計額が

80,000円を超えるときは、その者の通勤手

当に係る支給単位期間のうち最も長い支給

単位期間につき、80,000円に当該支給単位

期間の月数を乗じて得た額）

(2) 給与条例第11条第１項第３号等に掲げる

職員のうち、１か月当たりの運賃等相当額

（２以上の交通機関等を利用するものとし

て通勤手当を支給される場合にあつては、

その合計額。以下「１か月当たりの運賃等

相当額等」という｡)が給与条例第11条第２

項第２号等に定める額以上である職員（前

号に掲げる職員を除く｡) 給与条例第11条

第２項第１号等に定める額

(3) （略）

２ 次の各号に掲げる職員に係る通勤手当の額

は、それぞれ当該各号に定める額とする。

(1) 給与条例第11条第２項第５号の職員に該

当し、かつ、同項第６号の職員に該当する

職員 給与条例第11条第２項第５号に定め

る額又は同項第６号に定める額のいずれか

高い額

(2) 教職員給与条例第12条第２項第５号の職

員に該当し、かつ、同項第６号の職員に該

当する職員 教職員給与条例第11条第２項

第５号に定める額又は同項第６号に定める

額のいずれか高い額

(3) 警察職員給与条例第11条の２第２項第５

号の職員に該当し、かつ、同項第６号の職

員に該当する職員 警察職員給与条例第11

条の２第２項第５号に定める額又は同項第

６号に定める額のいずれか高い額

（支給日等）

第11条 （略）

２・３ （略）

(2) 給与条例第11条第１項第３号等に掲げる

職員のうち、運賃等相当額をその支給単位

期間の月数で除して得た額（交通機関等が

２以上ある場合においては、その合計額。

以下「１か月当たりの運賃等相当額等」と

いう｡)が給与条例第11条第２項第２号等に

定める額以上である職員（前号に掲げる職

員を除く｡) 給与条例第11条第２項第１号

等に定める額

(3) （略）

２ 次の各号に掲げる職員に係る通勤手当の額

は、それぞれ当該各号に定める額とする。

(1) 給与条例第11条第２項第５号の職員に該

当し、かつ、同項第６号の職員に該当する

職員 給与条例第11条第２項第５号に定め

る額

(2) 教職員給与条例第12条第２項第５号の職

員に該当し、かつ、同項第６号の職員に該

当する職員 教職員給与条例第11条第２項

第５号に定める額

(3) 警察職員給与条例第11条の２第２項第５

号の職員に該当し、かつ、同項第６号の職

員に該当する職員 警察職員給与条例第11

条の２第２項第５号に定める額

（支給日等）

第11条 （略）

２・３ （略）



４ 給与条例第11条第４項等の人事委員会規則

で定める通勤手当は、次の各号に掲げる通勤

手当とし、給与条例第11条第４項等の人事委

員会規則で定める期間は、当該通勤手当の区

分に応じ、当該各号に定める期間とする。

(1) 職員が２以上の交通機関等を利用するも

のとして給与条例第11条第２項第１号等に

定める額の通勤手当を支給される場合（次

号に該当する場合を除く｡)において、１か

月当たりの運賃等相当額が80,000円を超え

るときにおける当該通勤手当 その者の当

該通勤手当に係る支給単位期間のうち最も

長い支給単位期間

(2) 職員が給与条例第11条第２項第１号等及

び給与条例第11条第２項第２号等に定める

額の通勤手当を支給される場合において、

１か月当たりの運賃等相当額及び給与条例

第11条第２項第２号等に定める額の合計額

が80,000円を超えるときにおける当該通勤

手当 その者の当該通勤手当に係る支給単

位期間のうち最も長い支給単位期間

(3) 職員が給与条例第11条第２項第５号、教

職員給与条例第12条第２項第５号及び警察

４ 給与条例第11条第４項等の人事委員会規則

で定める通勤手当は、１か月当たりの運賃等

相当額等（第８条の３第１項第３号に掲げる

職員に係るものを除く｡)、給与条例第11条第

２項第２号に定める額（第８条の３第１項第

２号に掲げる職員に係るものを除く｡)及び１

か月当たりの駐車料金相当額（給与条例第11

条第２項第６号等に定める額の通勤手当を支

給される場合においては、同号に定める額の

合計額（最も長い支給単位期間の支給日と当

該手当の支給日が一致しない場合を除く｡)）

の合計額（第11条の２第２項において「１か

月当たりの通勤手当算出基礎額」という｡)が

150,000円を超えるときにおける通勤手当と

し、給与条例第11条第４項等の人事委員会規

則で定める期間は、その者の当該通勤手当に

係る支給単位期間のうち最も長い支給単位期

間とする。



職員給与条例第11条の２第２項第５号（以

下「給与条例第11条第２項第５号等」とい

う｡)に定める額の通勤手当を支給される場

合において、１か月当たりの運賃等相当額

及び給与条例第11条第２項第２号等に定め

る額並びに１か月当たりの駐車料金相当額

の合計額が80,000円を超えるときにおける

当該通勤手当 その者の当該通勤手当に係

る支給単位期間のうち最も長い支給単位期

間

(4) 職員が給与条例第11条第２項第６号等に

定める額の通勤手当を支給される場合にお

いて、１か月当たりの駐車料金相当額の２

分の１の額が3,000円を超えるときにおける

駐車場等に係る当該通勤手当 その者の通

勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い

支給単位期間（１か月当たりの運賃等相当

額及び給与条例第11条第２項第２号等に定

める額の合計額が80,000円以下の場合、両

区間駐車場等利用者で住居側区間及び勤務

公署側区間の区間ごとの駐車料金相当額の

２分の１の額が3,000円を超えていない場合

又は最も長い支給単位期間の支給日と当該

手当の支給日が一致しない場合を除く｡)

（返納の事由及び額等）

第11条の２ （略）

２ 給与条例第11条第５項等の人事委員会規則

で定める額は、次の各号に掲げる場合の区分

に応じ、当該各号に定める額とする。

(1) １か月当たりの運賃等相当額等（第８条

の３第１項第１号に掲げる職員にあつて

は、１か月当たりの運賃等相当額及び給与

条例第11条第２項第２号等に定める額の合

計額とし、給与条例第11条第２項第５号等

に掲げる職員にあつては、１か月当たりの

運賃等相当額及び給与条例第11条第２項第

（返納の事由及び額等）

第11条の２ （略）

２ 給与条例第11条第５項等の人事委員会規則

で定める額は、次の各号に掲げる場合の区分

に応じ、当該各号に定める額とする。

(1) １か月当たりの通勤手当算出基礎額が

150,000円以下であつた場合 次に掲げる場

合の区分に応じ、それぞれ次に定める額



２号等に定める額並びに１か月当たりの駐

車料金相当額の合計額とする。以下この項

において同じ｡)が80,000円以下であつた場

合 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞ

れ次に定める額

ア イに掲げる場合以外の場合 前項第２

号に掲げる事由が生じた場合にあつては

当該事由に係る交通機関等（同号の改定

後に１か月当たりの運賃等相当額等が

80,000円を超えることとなるときは、そ

の者の利用する全ての交通機関等）、同

項第１号、第３号又は第４号に掲げる事

由が生じた場合にあつてはその者の利用

する全ての交通機関等につき、使用され

るべき通用期間の定期券の運賃等の払戻

しを、人事委員会の定める月（以下この

条において「事由発生月」という｡)の末

日にしたものとして得られる額（次号に

おいて「払戻金相当額」という｡)

ア イに掲げる場合以外の場合 次に掲げ

る額の合計額

(ア) 前項第２号に掲げる事由が生じた場

合にあつては当該事由に係る交通機関

等（同号の改定後に１か月当たりの通

勤手当算出基礎額が150,000円を超える

こととなるときは、その者の利用する

全ての交通機関等）につき、同項第１

号、第３号又は第４号に掲げる事由が

生じた場合にあつてはその者の利用す

る全ての交通機関等につき、使用され

るべき通用期間の定期券の運賃等の払

戻しを、人事委員会の定める月（以下

この条において「事由発生月」とい

う｡)の末日にしたものとして得られる

額（この号及び次号において「払戻金

相当額」という｡)

(イ) 職員が給与条例第11条第２項第６号

等に定める額の通勤手当を支給される



イ 使用している定期券に通用期間が６か

月を超えるものがある場合 人事委員会

の定める額

(2) １か月当たりの運賃等相当額等が80,000

円を超えていた場合 次に掲げる場合の区

分に応じ、それぞれ次に定める額

ア イ及びウに掲げる場合以外の場合

80,000円に事由発生月の翌月から支給単

位期間に係る最後の月までの月数を乗じ

て得た額又は前項各号に掲げる事由に係

る交通機関等についての払戻金相当額の

いずれか低い額（事由発生月が支給単位

期間に係る最後の月である場合にあつて

は、零）

イ 前条第４項第１号、第２号又は第３号

に掲げる通勤手当を支給されている場合

（ウに掲げる場合を除く｡) 80,000円に

事由発生月の翌月から同項第１号若しく

は第２号に定める期間に係る最後の月ま

での月数を乗じて得た額又はその者の利

用する全ての交通機関等についての払戻

金相当額及び人事委員会の定める額の合

場合において、１か月当たりの駐車料

金相当額の２分の１の額が3,000円を超

えるときにおける駐車場等に係る当該

通勤手当にあつては、3,000円に事由発

生月の翌月からその者の通勤手当に係

る支給単位期間のうち最も長い支給単

位期間に係る最後の月までの月数を乗

じて得た額（事由発生月が当該期間に

係る最後の月である場合にあつては、

零）（最も長い支給単位期間の支給日

と当該手当の支給日が一致しない場合

を除く｡)

イ 使用している定期券に通用期間が６か

月を超えるものがある場合 次に掲げ

る額の合計額

(ア) 人事委員会の定める額

(イ) ア(イ)に定める額

(2) １か月当たりの通勤手当算出基礎額が

150,000円を超えていた場合 次に掲げる場

合の区分に応じ、それぞれ次に定める額

ア 前条第４項に掲げる通勤手当を支給さ

れている場合（イに掲げる場合を除く｡)

次に掲げる額のいずれか低い額（事由

発生月が支給単位期間に係る最後の月で

ある場合にあつては、零）



計額のいずれか低い額（事由発生月が支

給単位期間に係る最後の月である場合に

あつては、零）

ウ （略）

(3) 前条第４項第４号に掲げる通勤手当を支

給されている場合 3,000円に事由発生月の

翌月から同号に定める期間に係る最後の月

までの月数を乗じて得た額（事由発生月が

当該期間に係る最後の月である場合にあつ

ては、零）

３ （略）

（手当額を変更すべき事実が生ずるに至つた

場合等）

第11条の５ 給与条例第11条の３第２項等に規

定する「その額を変更すべき事実が生ずるに

至つた場合」とは、通勤経路若しくは通勤方

法を変更し、又は通勤のため負担する運賃等

の額に変更があつたことにより、給与条例第

11条第２項第１号等に規定する１か月当たり

(ア) 150,000円に事由発生月の翌月から支

給単位期間等に係る最後の月までの月

数を乗じて得た額

(イ) 次に掲げる額の合計額

ａ 前項各号に掲げる事由に係る交通

機関等についての払戻金相当額

ｂ １か月当たりの駐車料金相当額

（給与条例第11条第２項第６号等に

定める額の通勤手当を支給される場

合は、同号に定める額の合計額（最

も長い支給単位期間の支給日と当該

手当の支給日が一致しない場合を除

く｡)）に事由発生月の翌月からその

者の通勤手当に係る支給単位期間の

うち最も長い支給単位期間に係る最

後の月までの月数を乗じて得た額

ｃ 人事委員会の定める額

イ （略）

３ （略）

（手当額を変更すべき事実が生ずるに至つた

場合等）

第11条の５ 給与条例第11条の３第２項等に規

定する「その額を変更すべき事実が生ずるに

至つた場合」とは、通勤経路若しくは通勤方

法を変更し、又は通勤のため負担する運賃等

の額に変更があつたことにより、給与条例第

11条第２項第１号等に規定する運賃等相当額



備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。

別表第１を次のとおり改める。

の運賃等相当額が改定されることとなつた場

合等をいう。

２ （略）

３ 第11条第４項各号に掲げる通勤手当を支給

されている場合において、当該各号に定める

期間中に当該通勤手当に係る交通機関等に係

る運賃等の額が改定されたときは、当該各号

に定める期間に係る最後の月の末日を、当該

改定に係る給与条例第11条の３第２項等の通

勤手当の額を変更すべき事実の生じた日とみ

なすものとする。

をその支給単位期間の月数で除して得た額が

改定されることとなつた場合等をいう。

２ （略）

３ 第11条第４項に規定する通勤手当を支給さ

れている場合において、同項に規定する期間

（以下この項において「最長支給単位期間」

という｡)に当該通勤手当に係る交通機関等に

係る運賃等の額が改定されたときは、最長支

給単位期間に係る最後の月の末日を、当該改

定に係る給与条例第11条の３第２項等の通勤

手当の額を変更すべき事実の生じた日とみな

すものとする。



別表第１(第 4 条関係)

通 勤 手 当 認 定 簿

職員番号

所 属

事 実 発 生 年 月 日 年 月 日

氏 名
提 出 年 月 日 年 月 日

受 理 年 月 日 年 月 日

順
路

交 通 機 関

等 の 名 称

定期券、回

数券等の別

運賃等の額の算出基礎

(1 か月当たりの額の比較)
運賃等相当額 1か月当たりの

運賃等相当額

交通機関等

の認定期間

支給月

(支給月の□に印を付す。)

(毎月の場合は省略可)

備考

回数券等 定期券 回数券等 定期券

交
通
機
関
等
利
用
者

交通機関(1)

円 円

( か月)

円 年 月から

年 月まで

□ 1 □ 2 □ 3 □ 4 □ 5 □ 6

□ 7 □ 8 □ 9 □10 □11 □12

改
正

円 円

( か月)

円 年 月から

年 月まで

□ 1 □ 2 □ 3 □ 4 □ 5 □ 6

□ 7 □ 8 □ 9 □10 □11 □12

交通機関(2)

円 円

( か月)

円 年 月から

年 月まで

□ 1 □ 2 □ 3 □ 4 □ 5 □ 6

□ 7 □ 8 □ 9 □10 □11 □12

改
正

円 円

( か月)

円 年 月から

年 月まで

□ 1 □ 2 □ 3 □ 4 □ 5 □ 6

□ 7 □ 8 □ 9 □10 □11 □12

交通機関(3)

円 円

( か月)

円 年 月から

年 月まで

□ 1 □ 2 □ 3 □ 4 □ 5 □ 6

□ 7 □ 8 □ 9 □10 □11 □12

改
正

円 円

( か月)

円 年 月から

年 月まで

□ 1 □ 2 □ 3 □ 4 □ 5 □ 6

□ 7 □ 8 □ 9 □10 □11 □12

1 か月当たりの運賃等相当額の合計額(Ａ) 円
年 月 日

改正
円

年 月 日

改正
円

自動車

等の額

(Ｂ)

順路 交通用具の別 距 離 額 の 算 出 円 年 月から

年 月まで

※
駐
車
料
金
相
当
額

額 の 算 出

km

( )

年 月から

年 月まで

km

( )

年 月 日改正

改
正

円
年 月から

年 月まで

1か月当たりの駐車料金相当

額 年 月から

年 月まで円

年 月 日改正

駐車料金

相 当 額

(給与条

例第 11

条第 2 項

第 6 号

等)

区分
1か月当たりの駐車料金相当額

(契約金額÷契約月数)〈Ｃ〉

認定額(〈Ｃ〉×1／2)

限度額各3,000円

支 給 期 間

(該当月に○)

支給期間の根拠

(「以下・超」の該当に○)
認定期間

支給月(支給月の□に印を付

す。)
備 考

住居側区

間〈Ｄ〉

円 円 1・3・6 か月

( 年 月までは1か月毎支給)

〈Ｃ〉×1／2の額が3,000 円以

下・超

年 月から

年 月まで

□ 1 □ 2 □ 3 □ 4 □ 5 □ 6

□ 7 □ 8 □ 9 □10 □11 □12

勤務公署

側区間

〈Ｅ〉

円 円
1・3・6 か月

( 年 月までは1か月毎支給)

〈Ｃ〉×1／2の額が3,000 円以

下・超

年 月から

年 月まで

□ 1 □ 2 □ 3 □ 4 □ 5 □ 6

□ 7 □ 8 □ 9 □10 □11 □12

円

年 月 日改正

円 1・3・6 か月

( 年 月までは1か月毎支給)

〈Ｃ〉×1／2の額が3,000 円以

下・超

年 月から

年 月まで

□ 1 □ 2 □ 3 □ 4 □ 5 □ 6

□ 7 □ 8 □ 9 □10 □11 □12

１か月当たりの通勤手当算出基礎額((Ａ)1 か月当たりの運賃等相当額の合計額、(Ｂ)自動車等の額及び

駐車料金相当額の認定額(住居側区間(Ｄ)及び勤務公署側区間(Ｅ)の合計額)の合計額)
円 改正 円 改正 円

１か月当たりの通勤手当算出基礎額が 150,000 円を超えるとき □150,000 円×［ か月］＝ 円
年 月から

年 月まで

□ 1 □ 2 □ 3 □ 4 □ 5 □ 6

□ 7 □ 8 □ 9 □10 □11 □12



4 月 5 月 6月 7 月 8月 9月 10 月 11 月 12 月 1 月 2月 3 月 決 裁 欄 備考

支給額

毎月 円

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

(決裁 年 月 日)

年 月 日改正

毎月 円

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

(決裁 年 月 日)

年 月 日改正

毎月 円

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

(決裁 年 月 日)

返納事由

規則第 11 条の 2 第 1 項

返納事由

発生年月

返納対象

交通機関等

規則第 11 条の 2

第 2 項の月数

払戻金相当額(規則第 11 条の 2

第 2 項の額)の算出基礎

払戻金相当額(規則

第 11 条の 2 第 2 項

の額)

駐車料金(規則第

11 条の 2 第 2 項

の額)

決 裁 欄
備考

(返納事由等)

1
○第 1号 ○第 2号

○第 3号 ○第 4号
年 月 月 円 円

(決裁 年 月 日)

2
○第 1号 ○第 2号

○第 3号 ○第 4号
年 月 月 円 円

(決裁 年 月 日)

3
○第 1号 ○第 2号

○第 3号 ○第 4号
年 月 月 円 円

(決裁 年 月 日)

支 給 該 当 区 分 等 記入上の注意
1 各欄中□印又は○印のあるものについては、該当する箇所に印を付するものとする。
2 「順路」欄は通勤届における順路欄の数字を記入する。
3 運賃等の額に改定があつた場合における「交通機関等の認定期間」の「 年 月 まで」は、改定があつた月
(定期券の通用期間中であるときは、支給単位期間等に係る最後の月)を記入する。
4 「自動車等の額」の「距離」欄の( )には、育児又は介護のため、自動車等を使用して最短経路を超えて通勤
している場合の最短経路の長さを記入するものとする。
5 「※駐車料金相当額」欄は、給与条例第 11 条第 2 項第 3号等及び給与条例第 11 条第 2項第 5 号等に該当する
場合に記入するものとする。
6 「返納事由」欄における規則第 11 条の 2 第 1 項各号は、以下のとおりである。
(1) 第 1 号 退職、死亡又は給与条例第 11 条第 1 項等の職員たる要件を欠くに至った場合
(2) 第 2 号 通勤経路若しくは通勤方法の変更又は運賃等の額の変更により通勤手当の額が改定される場合
(3) 第 3 号 月の中途において休職にされ、組合専従許可を受け、大学院修学休業をし、外国の地方公共団体
の機関等又は公益法人等に派遣され、育児休業をし、又は停職にされた場合で、これらの期間が 2以上の月
にわたるとき

(4) 第 4 号 出張、休暇、欠勤その他の事由により、月の初日から末日までの全日数にわたつて通勤しないこ
ととなる場合

7 「支給該当区分等」欄の記入にあたつては、給与条例第 11 条第 1 項第 3 号等に規定する職員(いわゆる併用
者)で、規則第 8条の 3 第 2 号に該当する者は、区分「交通機関等利用者」に含めるものとし、同条第 3号に該
当する者は、区分「交通用具使用者」の「自転車」又は「原動機付の自動車等」に含めるものとする。
8 「規則第 11 条の 2 第 2 項の月数」欄は、１か月当たりの通勤手当算出基礎額の合計額が 150,000 円を超えて
いた場合に記入する。
9 「通勤所要回数( 回)」には、定年前再任用短時間勤務職員等の１か月当たりの平均通勤所要回数を記入す
るものとする。
10 「駐車場等の利用」欄は、給与条例第 11 条第 2 項第 3 号等、給与条例第 11 条第 2 項第 5 号等又は給与条例
第 11 条第 2 項第 6 号等に該当する場合に記入するものとする。

通勤形態 区分 通勤用具使用距離

支

給

交通機関等利用者 ○

○ 片道 5km 未満

○ 片 道 5km 以

上 10km 未満

○ 片道 10km 以

上 20km 未満

○ 片道 20km 以上

交通用具使用者

通勤所要回数

( 回)

自転車 ○

原動機付の

自動車等

2輪 ○

4輪 ○

交通機関等と交通

用具の併用者

通勤所要回数

( 回)

併用用具が自転車 ○

併用用具が

原動機付の

自動車等

2輪 ○

4輪 ○ 駐車場等の利用

非 支 給 ○ ○駐車場等利用



附 則

（施行日）

１ この規則は、令和７年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行の日（以下「施行日」という｡)において現に施行日の属する月前の月から開始し、か

つ、施行日の属する月以後の月をもって終わる職員の給与に関する条例（昭和28年静岡県条例第31号。以

下「給与条例」という｡)第11条第６項、静岡県教職員の給与に関する条例（昭和31年静岡県条例第52号。

以下「教職員給与条例」という｡)第12条第６項及び静岡県地方警察職員の給与に関する条例（昭和32年静

岡県条例第40号。以下「警察職員給与条例」という｡)第11条の２第６項に規定する支給単位期間（当該支

給単位期間が２以上ある場合にあっては、これらの支給単位期間のうち最も長い支給単位期間）（以下

「特定支給単位期間」という｡)に係る通勤手当の支給を受けている職員で、職員の給与に関する条例等の

一部を改正する条例（令和７年静岡県条例９号）（以下「改正給与条例」という｡)第１条の規定による改

正前の給与条例（以下「改正前の給与条例」という｡)第11条、静岡県教職員の給与に関する条例の一部を

改正する条例（令和７年静岡県条例10号）（以下「改正教職員給与条例」という｡)の規定による改正前の

教職員給与条例（以下「改正前の教職員給与条例」という｡)第12条及び静岡県地方警察職員の給与に関す

る条例の一部を改正する条例（令和７年静岡県条例11号）（以下「改正警察職員給与条例」という｡)の規

定による改正前の警察職員給与条例（以下「改正前の警察職員給与条例」という｡)第11条の２（以下「改

正前の給与条例第11条等」という｡)の規定により算出されるその者の当該特定支給単位期間に係る通勤手

当の額（当該特定支給単位期間において支給単位期間が２以上ある場合にあっては、これらの支給単位期

間に係る通勤手当の合計額）（以下「特定通勤手当の額」という｡)が改正給与条例第１条の規定による改

正後の給与条例（以下「改正後の給与条例」という｡)第11条、改正教職員給与条例の規定による改正後の

教職員給与条例（以下「改正後の教職員給与条例」という｡)第12条及び改正警察職員給与条例の規定によ

る改正後の警察職員給与条例（以下「改正後の警察職員給与条例」という｡)第11条の２（以下「改正後の

給与条例第11条等」という｡)の規定を適用するとしたならば算出される特定通勤手当の額に達しないこと

となる職員には、改正前の給与条例第11条等の規定により算出される特定通勤手当の額と改正後の給与条

例第11条等の規定を適用するとしたならば算出される特定通勤手当の額との差額を特定支給単位期間の月

数で除して得た額に、特定支給単位期間の月数のうち施行日の属する月以後の月数を乗じて得た額（その

額に１円未満の端数を生じたときは、その端数を切り捨てた額）を支給する。

３ 前項の額は、施行日の属する月の給料の支給日に通勤手当として支給する。ただし、給料の支給日に支

給することができない特殊な事情があるときは、その日後に支給することができる。

４ 前２項の規定に係る通勤手当は、職員が任命権者を異にして異動した場合、施行日に職員が所属する任

命権者において支給する。

５ 第２項の規定の適用を受ける職員については、第11条第４項及び第11条の３第１項第１号の規定は適用

しない。この場合において、当該職員の特定支給単位期間のうち施行日の属する月から最後の月までの期

間については、新たな支給単位期間として取り扱うものとする。

６ この規則の施行の際現に改正前の通勤手当に関する規則（以下「改正前の規則」という｡)の別表により



作成されている認定簿は、改正後の通勤手当に関する規則の別表により作成された認定簿とみなす。

７ この規則の施行の際、改正前の規則の規定及び別表により作成した用紙等は、当分の間使用できるもの

とする。


